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になりかねない。政府はもちろん、政治家や企業経
営者も２つの格差問題に積極的に取り組んでもらい
たい。
　時々、実家がある青森県弘前市に帰省する。最近
ではゴールディンウィークに帰ったが、紀伊國屋書
店の弘前店が５月６日をもって閉店した。35年間続
いていた書店だが、本離れによる厳しい状況には勝
てなかったようだ。津軽に関する書籍が豊富で、よ
く利用していただけにショックだった。帰省した時
は必ず地元紙を買って読むが、「地元老舗の店が閉店
した」「地元のタクシー会社が倒産した」など暗いニ
ュースが目につく。なにも弘前だけでの現象ではな
い。時々、地方に出張するが、シャッター通りが増
えている。
　一方、東京はホテルやビルの建設ラッシュに沸い
ている。銀座や築地などの空き地に建設中の建物は
ホテルが多い。来年開かれる東京オリンピックによ
り、さらに外国人の観光客が増加するのを当て込ん
だものとみられる。東京は地方に比べて元気だ。名
古屋も東京同様に元気がいい。名古屋市内を走って
いる地下鉄の中の広告が多いのにはびっくりする。

　最近、特に感じることがあ
る。「地方と大都市との地域
間格差」と「正社員と非正規
社員の賃金格差」だ。２つの
格差が拡大すると、社会不安

東京の地下鉄などで見かけないクルマの広告も目に
したことがある。
　帰省して新青森駅から弘前駅まで奥羽線の電車に
乗るが、電車の中にはほとんど広告はない。名古屋
とは対照的だ。人口は東京や名古屋など大都市圏に
集中する傾向にある。店の閉店や企業の倒産など地
元で働くところがなくなれば、人口は働くところが
多い大都市に流れざるを得ない。政府はもちろんだ
が、地方出身の政治家はスクラムを組んで、地域間
格差の問題に取り組むべきだ。
　また、正社員と非正規社員の賃金格差も深刻な問
題になりつつある。非正規社員は全雇用者の４割近
くまで増えている。企業にとって非正規社員を雇用
した場合、賃金抑制にはなるが、非正規社員は賃金
が正社員に比べて少ないため、生活は安定しない。「最
近の若者はクルマに関心を持たない」と言う人もい
るが、必ずしもそうとは思えない。非正規社員の中
には、賃金が安いのでクルマを買いたくても買えな
い人もいるのではないか。
　また、結婚したくても、結婚できない非正規社員
も少なくない。非正規社員を思い切って減らし、正
社員との賃金格差を早急に是正するよう、政治家や
企業経営者も全力を挙げて取り組んでほしい。賃金
格差が拡大し、社会不安になってからでは遅い。２
つの格差の是正は、持続可能な社会の実現のために
取り組むべき、喫緊の課題である。
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